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『市民＋野党』の共闘で
消費税10％増税ストップ、憲法9条守り、核兵器廃絶、対話と外交で戦争の危機を打開

10月22日の投開票に向けて選挙戦の闘いの幕が開け、期日前投票も進められています。

私たちは憲法9条を死文化する安倍政権の「2020年改憲」策動や権力の私物化をこれ以上、断じて

許すことはできません。

来る10月22日投開票に改憲勢力を3分の2割れに追い込むため、護憲の旗を高く掲げ、安保法制の

廃止、共謀罪廃止をめざす政党との連携を深め、安倍政権の打倒に向けて全力で闘うことを内外に

明らかにします。

安倍政権は今回の解散を「国難突破解散」と位置づけ、消費増税の使い道の変更や北朝鮮情勢へ

の対応の信を問うとしていますが、全く大義がないものです。

9月28日に召集された臨時国会では、重要事項の議論や疑惑の解明はおろか、自ら「仕事人内閣」

と位置付けながら、改造内閣でいっさい仕事をすることなく、所信表明演説や代表質問も行わず、

冒頭解散を強行したことは、国会をないがしろにする前代未聞の暴挙であり、断じて認められませ

ん。

安倍政権の看板政策である「働き方改革」における、高度プロフェッショナル制度や裁量労働の

拡大などの労働関連法案や森友学園・加計学園問題の疑惑解明に加え、北朝鮮のミサイル問題への

対応など、議論・追求すべき課題が山積していました。こうした重要な時期にも関わらず、自ら描

く改憲スケジュールにもとづき、民進党の組織混乱に乗じて解散権を行使したことは、党利党略・

私利私欲以外の何ものでもなく、言語道断の暴挙と指摘せざるを得ません。

米軍ヘリがまた沖縄で墜落しました。辺野古の海は国のものじゃない。米軍新基地建設の強行、

民意踏み付けの政治を終わりにして、民主主義を取り戻しましょう。

希望の党は安保法制容認や憲法改正を掲げ、民進党のリベラル派を排除するという事態の中で、

自公政権の補完勢力に過ぎないことが明らかになってきました。その結果、希望の党の政策に賛同

できない議員らが立憲民主党を立ち上げました。総選挙の対決軸は、安倍自公政権とその補完勢力

（希望の党、維新）か、共産党、立憲民主党、社民党と無所属を含む野党と市民の共同化にありま

す。とりわけ、自民、維新、希望の党がこぞって憲法改正を公約に掲げるもとで、９条改悪を許す

かどうかが問われる選挙になっています。

共謀罪法は憲法違反の法律です。「共謀罪ＮＯ！実行委員会」と総がかり行動実行委員会は、共

謀罪の廃止を求める緊急統一署名を呼びかけています。また、共謀罪反対の一点で多くに市民団体

が結集し、運動を進めています。私たちが委縮せず、共謀罪の廃止を求めて闘い続けることが適用

を許さない力になります。

私たちは、権力の私物化を断じて許すことはできません。国労は、総選挙後に予想される保守二

大政党制を目論む政界再編の動きに警鐘を鳴らしながら、全国大会で決定された方針にもとづいて、

来る10月22日投開票の第48回衆議院総選挙を安倍政治の暴走を終わらせる好機ととらえ、改憲勢力

を3分の2割れに追い込むため、護憲の旗を高く掲げ、安保法制の廃止、共謀罪廃止をめざす政党と

の連携を深め、全力で闘うことを明らかにするものです。
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